
規 則

�愛媛県規則第３４号
愛媛県会計規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１９年８月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県会計規則の一部を改正する規則

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（知事の事務委任）

第３条 省略

２ 知事は、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第９条第９号

に規定する料金又は料金以外の使用料、手数料、分担金若しくは

加入金の徴収に係る地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」

という。）第２３１条の２第６項の指定代理納付者の指定に関する事

務を愛媛県公営企業の設置等に関する条例（昭和４１年愛媛県条例

第３７号）第４条第１項に規定する管理者に委任する。

（出納員）

第４条 出納員は、別に辞令を用いるもののほか、第１号から第９

号までに掲げる職にある者をもつて充て、第１０号から第１７号まで

に掲げる職にある者については、法

第１７２条第１項に規定する職員（以下「職

員」という。）に任命されていない場合にあつては、これらの号

に掲げる職にある間に限り、職員に任命されているものとして、

これらの職にある者をもつてこれに充てる。

（知事の事務委任）

第３条 省略

（出納員）

第４条 出納員は、別に辞令を用いるもののほか、第１号から第９

号までに掲げる職にある者をもつて充て、第１０号から第１７号まで

に掲げる職にある者については、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号。以下「法」という。）第１７２条第１項に規定する職員（以下「職

員」という。）に任命されていない場合にあつては、これらの号

に掲げる職にある間に限り、職員に任命されているものとして、

これらの職にある者をもつてこれに充てる。
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�愛媛県告示第１３１４号
次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）

第１条第１項の規定による救急病院である。

平成１９年８月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�～� 省略 �～� 省略

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県告示第１３１５号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者を指定した。

平成１９年８月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３１６号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により、次のとおり指定居宅介護支援事業者を指定した。

平成１９年８月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３１７号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５３条第１項本文の規定により、次のとおり指定介護予防サービス事業者を指定した。

平成１９年８月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

名 称 所 在 地 開 設 者 名 認 定 の
有効期限

国民健康保険久
万高原町立病院

上浮穴郡久万高原町久万
６５番地 久万高原町

平成２２年
７月３１日
まで

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サー ビ ス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所

指定年月日
名 称 所 在 地

３８７０１０６４７７ 有限会社グリーンメディ
カル

愛媛県松山市小坂五丁目
１６番１０号 特定福祉用具販売 有限会社グリーンメディ

カル
愛媛県松山市小坂五丁目
１６番１０号 平成１９年６月１日

３８７３５００８２５ 有限会社スイムアンドデ
イ

愛媛県伊予郡松前町南黒
田４２８番地１ 通所介護 通所介護事業所スイムア

ンドデイ
愛媛県伊予郡松前町南黒
田４２８番地１ 平成１９年６月１日

３８５７７８０５３４ 医療法人恕風会 愛媛県大洲市徳森１５１２番
地１

訪問リハビリテー
ション

介護老人保健施設長浜ひ
まわり

愛媛県大洲市柴甲１４２２番
地３ 平成１９年６月１日

３８７０４００６２３ 株式会社ひだまり 愛媛県八幡浜市八代野中
６８番地１ 訪問介護 株式会社ひだまり 愛媛県八幡浜市八代野中

６８番地１ 平成１９年６月１日

３８７０７００６００ 株式会社かんなぎ 愛媛県大洲市長浜甲７３１
番地１ 通所介護 デイサービス楽助 愛媛県大洲市長浜甲７３１

番地１ 平成１９年６月１日

３８１１３１００８９ 山 口 康 男 愛媛県四国中央市三島宮
川四丁目１－４ 訪問看護 山口クリニック 愛媛県四国中央市川之江

町１６４０－１ 平成１９年６月１日

３８７０６００９２５ 医療法人弘仁会 愛媛県西条市三津屋南９
番１０ 福祉用具貸与 福祉用具貸与事業所たら

ちね
愛媛県西条市三津屋南９
番１０ 平成１９年６月１日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護 支 援
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所

指定年月日
名 称 所 在 地

３８７１０００５０５ 社会福祉法人伊予市社会
福祉協議会

愛媛県伊予市米湊７２３番
地１伊予市庁第２別館 居宅介護支援 伊予市社協双海居宅介護

支援事業所
愛媛県伊予市双海町上灘
甲５８２１番地６ふたみ基幹
集落センター

平成１９年６月１日

３８７０１０６４８５ 株式会社光進 愛媛県松山市和気町一丁
目１５２番地 居宅介護支援 居宅介護支援事業所遊楽

荘
愛媛県松山市和気町一丁
目２７番地 平成１９年６月１１日

３８７０２０１５２６ 社会福祉法人亀天会 愛媛県西条市大野１９０番
地１ 居宅介護支援 今治丁亥居宅介護支援事

業所
愛媛県今治市高部乙１２９
番地６ 平成１９年６月１５日

３８７０２０１５３４ 有限会社武吉 愛媛県今治市横田町一丁
目６番３号 居宅介護支援 居宅介護支援事業所たけ

きち
愛媛県今治市郷新屋敷町
五丁目３番２号 平成１９年６月１５日

愛 媛 県 報平成１９年８月３日 第１８８４号

８５１
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�愛媛県告示第１３１８号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条の規定により、指定居宅サービス事業者から、次のとおり指定居宅サービス事業所の所在地

を変更した旨の届出があった。

平成１９年８月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３１９号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の５規定により、指定介護予防サービス事業者から、次のとおり指定介護予防サービス事

業所の所在地を変更した旨の届出があった。

平成１９年８月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３２０号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条の規定により、指定居宅サービス事業者から、次のとおり指定居宅サービス事業所を廃止し

た旨の届出があった。

平成１９年８月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サー ビ ス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地

変 更 前 変 更 後

３８７０１０６１５４ 株式会社ケアステーショ
ン春々

愛媛県松山市湯の山東一
丁目１番地５ 訪問介護 訪問介護事業所ケアス

テーション春々
愛媛県松山市湯の山
東一丁目１番地５

愛媛県松山市小坂４
－６－４２

平成１９年
７月１０日

介 護 保 険
事業者番号

指定介護予防サービス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地

変 更 前 変 更 後

３８７３９００６０３ 有限会社ケアステーショ
ンますほ

愛媛県宇和島市津島町高
田甲２９２０－１

介護予防
訪問介護

ケアステーションます
ほ指定訪問介護事業所

愛媛県宇和島市津島
町高田丁９７６番地１

愛媛県宇和島市津島
町高田甲２９２０－１

平成１９年
５月１日

３８７０１０５３６２ 有限会社介護サービスせ
とか

愛媛県松山市美沢二丁目
７番５２号

介護予防
訪問介護 介護サービスせとか

愛媛県松山市衣山四
丁目６８－１０衣山大東
ビル２０３号

愛媛県松山市太山寺
町８８８－１０

平成１９年
６月１日

３８７０１０６１５４ 株式会社ケアステーショ
ン春々

愛媛県松山市湯の山東一
丁目１番地５

介護予防
訪問介護

訪問介護事業所ケアス
テーション春々

愛媛県松山市湯の山
東一丁目１番地５

愛媛県松山市小坂４
－６－４２

平成１９年
７月１０日

介 護 保 険
事業者番号

指定介護予防サービス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所

指定年月日
名 称 所 在 地

３８７０１０６４７７ 有限会社グリーンメディ
カル

愛媛県松山市小坂五丁目
１６番１０号

特定介護予防福祉
用具販売

有限会社グリーンメディ
カル

愛媛県松山市小坂五丁目
１６番１０号 平成１９年６月１日

３８７３５００８２５ 有限会社スイムアンドデ
イ

愛媛県伊予郡松前町南黒
田４２８番地１ 介護予防通所介護 通所介護事業所スイムア

ンドデイ
愛媛県伊予郡松前町南黒
田４２８番地１ 平成１９年６月１日

３８７０３００９５５ 株式会社ダイコー 愛媛県宇和島市高串中田
１番耕地３７７番地１ 介護予防通所介護 通所介護事業所おひさま 愛媛県宇和島市三間町大

内１２３番地１ 平成１９年６月１日

３８５７７８０５３４ 医療法人恕風会 愛媛県大洲市徳森１５１２番
地１

介護予防訪問リハ
ビリテーション

介護老人保健施設長浜ひ
まわり

愛媛県大洲市柴甲１４２２番
地３ 平成１９年６月１日

３８７０４００６２３ 株式会社ひだまり 愛媛県八幡浜市八代野中
６８番地１ 介護予防訪問介護 株式会社ひだまり 愛媛県八幡浜市八代野中

６８番地１ 平成１９年６月１日

３８７０７００６００ 株式会社かんなぎ 愛媛県大洲市長浜甲７３１
番地１ 介護予防通所介護 デイサービス楽助 愛媛県大洲市長浜甲７３１

番地１ 平成１９年６月１日

３８１１３１００８９ 山 口 康 男 愛媛県四国中央市三島宮
川四丁目１－４ 介護予防訪問看護 山口クリニック 愛媛県四国中央市川之江

町１６４０－１ 平成１９年６月１日

３８７０６００９２５ 医療法人弘仁会 愛媛県西条市三津屋南９
番１０

介護予防福祉用具
貸与

福祉用具貸与事業所たら
ちね

愛媛県西条市三津屋南９
番１０ 平成１９年６月１日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サー ビ ス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
廃止に係る指定居宅サービス事業所

届出年月日
名 称 所 在 地

３８１０１１１３９７ 愛媛医療生活協同組合 愛媛県松山市来住町１０７９
－１２

通所リハビリテー
ション 城北診療所 愛媛県松山市姫原三丁目

７－１７ 平成１９年５月３１日

愛 媛 県 報平成１９年８月３日 第１８８４号

８５２
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�愛媛県告示第１３２１号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条の規定により、指定居宅介護支援事業者から、次のとおり指定居宅介護支援事業所を廃止し

た旨の届出があった。

平成１９年８月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３２２号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の５規定により、指定介護予防サービス事業者から、次のとおり指定介護予防サービス事

業所を廃止した旨の届出があった。

平成１９年８月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３２３号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１３条の規定により、次のとおり指定介護療養型医療施設の指定の辞退があった。

平成１９年８月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

３８６３６９０３７０ 社団法人喜多医師会 愛媛県大洲市徳森２６３２－
３ 訪問看護 喜多医師会内山訪問看護

ステーション
愛媛県喜多郡内子町城廻
２７５－１ 平成１９年５月３１日

３８７０１０５５９４ 有限会社まごころ社中 愛媛県東温市南野田４５２
番地１ 訪問介護 有限会社まごころ社中松

山営業所
愛媛県松山市竹原町６３０
－１ 平成１９年５月３１日

３８７０１０５７６８ 医療法人北吉田診療所 愛媛県松山市北吉田町１０
１９－１ 通所介護 デイサービスしょうせき

あいあい
愛媛県松山市南吉田町１８
７２－２ 平成１９年５月３１日

３８７４０００４４５ 社会福祉法人愛南町社会
福祉協議会

愛媛県南宇和郡愛南町御
荘平城２１３９ 訪問介護 愛南町社協一本松訪問介

護事業所
愛媛県南宇和郡愛南町一
本松５０４９番地１ 平成１９年６月１日

３８７４０００４５２ 社会福祉法人愛南町社会
福祉協議会

愛媛県南宇和郡愛南町御
荘平城２１３９ 訪問介護 愛南町社協西海訪問介護

事業所
愛媛県南宇和郡愛南町樫
月２１２番地１西海保健福
祉総合センター内

平成１９年６月１日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護 支 援
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
廃止に係る指定居宅介護支援事業所

届出年月日
名 称 所 在 地

３８７３６０００３９ 社団法人喜多医師会 愛媛県大洲市徳森２６３２－
３ 居宅介護支援 喜多医師会内山指定居宅

介護支援事業所
愛媛県喜多郡内子町城廻
２７５－１ 平成１９年５月３１日

介 護 保 険
事業者番号

指定介護予防サービス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
廃止に係る指定介護予防サービス事業所

届出年月日
名 称 所 在 地

３８１０１１１３９７ 愛媛医療生活協同組合 愛媛県松山市来住町１０７９
－１２

介護予防通所リハ
ビリテーション 城北診療所 愛媛県松山市姫原三丁目

７－１７ 平成１９年５月３１日

３８６３６９０３７０ 社団法人喜多医師会 愛媛県大洲市徳森２６３２－
３ 介護予防訪問看護 喜多医師会内山訪問看護

ステーション
愛媛県喜多郡内子町城廻
２７５－１ 平成１９年５月３１日

３８７０１０５７６８ 医療法人北吉田診療所 愛媛県松山市北吉田町１０
１９－１ 介護予防通所介護 デイサービスしょうせき

あいあい
愛媛県松山市南吉田町１８
７２－２ 平成１９年５月３１日

３８７４０００４４５ 社会福祉法人愛南町社会
福祉協議会

愛媛県南宇和郡愛南町御
荘平城２１３９ 介護予防訪問介護 愛南町社協一本松訪問介

護事業所
愛媛県南宇和郡愛南町一
本松５０４９番地１ 平成１９年６月１日

３８７４０００４５２ 社会福祉法人愛南町社会
福祉協議会

愛媛県南宇和郡愛南町御
荘平城２１３９ 介護予防訪問介護 愛南町社協西海訪問介護

事業所
愛媛県南宇和郡愛南町樫
月２１２番地１西海保健福
祉総合センター内

平成１９年６月１日

介 護 保 険
事業者番号

指定介護療養型医療
施 設 の 開 設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
辞退に係る指定介護療養型医療施設

届出年月日
名 称 所 在 地

３８１０３２１４７５ 植 木 隆 平 愛媛県宇和島市堀端町２
－５

介護療養型医療施
設 植木整形外科 愛媛県宇和島市堀端町２

－５ 平成１９年５月３１日

３８１１４１００７９ 西予市 愛媛県西予市宇和町卯之
町三丁目４３４番地１

介護療養型医療施
設 西予市立宇和病院 愛媛県西予市宇和町卯之

町一丁目２４６番地１ 平成１９年５月３１日

愛 媛 県 報平成１９年８月３日 第１８８４号

８５３
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�愛媛県告示第１３２４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

松野町土地改良区から次のとおり役員が退任した旨の届出があった。

平成１９年８月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

退 任

�������
�愛媛県告示第１３２５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

三津土地改良区の定款の変更を認可した。

平成１９年８月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１３２６号
次の区域及び区分の特定第２号漁業者の同意は漁業災害補償法（昭

和３９年法律第１５８号）第１０８条第２項に規定する要件に適合すると

認めるので、同条第５項において準用する同法第１０５条の２第４項

の規定に基づき、次のとおり公示する。

平成１９年８月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１３２８号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条第２項

（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、宇和海を操業区域とする小型機船底びき網漁業の許可又は起

業の認可を申請すべき期間を次のように定める。

平成１９年８月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成１９年８月３日から８月１７日まで

�������
�愛媛県告示第１３２９号
土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第２０条の規定に基づき事業

の認定をしたので、次のとおり告示する。

平成１９年８月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 起業者の名称 八幡浜市

２ 事業の種類 町並み見学用駐車場及び公衆便所整備事業

３ 起業地

� 収用の部分

愛媛県八幡浜市保内町川之石地内

�愛媛県告示第１３２７号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１０条の規定に基づき、平成１９年８月１日次のように区画漁業を免許した。

平成１９年８月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 岡 本 吉 國 北宇和郡松野町大字奥野川８２０番地

〃 岡 本 幾久夫 北宇和郡松野町大字蕨生５９６番地２

区 域 区 分

久良区域（久良漁業協同
組合の地区） 主としてまき網を使用して営む漁業

免 許 番 号 漁 業 権 者 の 住 所 及 び 氏 名 免 許 の 内 容 漁 業 権 の 存 続 期 間

伊区第１４号 西宇和郡伊方町串１９番地
三崎漁業協同組合 外４名

平成１９年４月１０日付け愛媛県
告示第７２３号のとおり

平成１９年８月１日から
平成２６年３月３１日まで

燧特区第１３７号 今治市宮窪町宮窪２７００番地
宮窪町漁業協同組合 〃 平成１９年８月１日から

平成２１年３月３１日まで

燧特区第１３８号 今治市伯方町叶浦甲１６６７番地の３
伯方町漁業協同組合 〃 〃

燧特区第１３９号 越智郡上島町魚島一番耕地１３６２番地
魚島村漁業協同組合 〃 〃

燧特区第１４０号 〃
〃 〃 〃

燧特区第１４１号 〃
〃 〃 〃

伊特区第２５号 松山市津和地６００番地
中島三和漁業協同組合 〃 〃

伊特区第２６号 西宇和郡伊方町串１９番地
三崎漁業協同組合 〃 〃

宇特区第３９６号 西予市明浜町狩浜１番耕地２１５番地
明浜漁業協同組合 〃 〃

宇特区第３９７号 〃
〃 〃 〃

愛 媛 県 報平成１９年８月３日 第１８８４号

８５４
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� 使用の部分

なし

４ 事業の認定をした理由

申請に係る事業は、以下のとおり、土地収用法第２０条各号の要

件をすべて充足すると判断されるため、事業の認定をしたもので

ある。

� 土地収用法第２０条第１号の要件への適合性について

申請に係る事業は、愛媛県八幡浜市保内町川之石地内を起業

地とする「町並み見学用駐車場及び公衆便所整備事業」（以下

「本件事業」という。）である。

本件事業は、八幡浜市の文化資源である「町並み」の見学者

の利便性の向上等を目的として、同市が設置する駐車場及び公

衆便所に関する事業であることから、土地収用法第３条第３２号

に掲げる「国又は地方公共団体が設置する公園、緑地、広場、

運動場、墓地、市場その他公共の用に供する施設」に関する事

業に該当する。

したがって、本件事業は、土地収用法第２０条第１号の要件を

充足すると判断される。

� 土地収用法第２０条第２号の要件への適合性について

本件事業は、八幡浜市議会において八幡浜市一般会計予算の

議決を受け施行するものであることから、八幡浜市は、本件事

業を施行する権能を有するものと認められる。

したがって、本件事業は、土地収用法第２０条第２号の要件を

充足すると判断される。

� 土地収用法第２０条第３号の要件への適合性について

ア 事業の施行により得られる公共の利益

八幡浜市保内町川之石地区には、れんが造りの建物や洋館、

橋などの歴史的建造物や各種産業遺産が「町並み」として残

されており、八幡浜市は、これらの保存と併せて、見学を兼

ねた町歩き等のイベントを促進するなど、「町並み文化」が

感じられるまちづくりに取り組んでいるが、当該地域には官

民を含め利用可能な駐車場がなく、地域外からの見学者は路

上等に駐車せざるを得ず、地域住民の生活に悪影響を及ぼし

ている。また、公衆便所も男女兼用のものが２基あるのみで、

身体障害者用の便所は設置されていない状況である。

本件事業の施行によって、見学者のための駐車場や身体障

害者用を含む公衆便所が整備され、地域住民及び見学者の利

便性を高め、「町並み文化」の振興に寄与するものと認めら

れる。

また、本件事業の施行による生活環境等に及ぼす影響につ

いては、本件事業は大規模で環境へ大きく影響を及ぼすおそ

れのある事業ではなく、その運営による周辺環境への影響は

軽微であると認められる。

したがって、本件事業の施行により得られる公共の利益は、

相当程度存在するものと認められる。

イ 事業の施行により失われる利益

本件事業地内には、起業者が保護のため特別の措置を講ず

べき動植物、文化財等は見受けられない。

したがって、本件事業の施行により失われる利益は軽微で

あると認められる。

ウ 代替案の検討

本件事業に係る起業地の選定に当たっては、自然的条件、

社会的条件及び経済的条件による３案の比較検討を行い、総

合的に最も優れた案を採用しているものと認められる。

エ 比較衡量

アで述べた得られる公共の利益とイで述べた失われる利益

を比較衡量した結果、本件事業の施行により得られる公共の

利益が失われる利益に優越すると認められるとともに、ウで

述べたように、本件事業の事業計画は他の代替案と比較して

最も合理的であると認められる。

したがって、本件事業は、土地の適正かつ合理的な利用に寄

与するものと認められるので、土地収用法第２０条３号の要件を

充足すると判断される。

� 土地収用法第２０条第４号の要件への適合性について

ア 事業を早期に施行する必要性

当該地域には「町並み」の見学者が利用可能な駐車場や身

体障害者用の公衆便所がない状況である。また、平成１８年度

末に「町並み」の象徴的な建造物である旧白石和太郎洋館の

改修工事が完成し、見学者の増加が見込まれることから、早

期に町並み見学用駐車場及び公衆便所を整備する必要がある

と認められる。

したがって、本件事業を早期に施行する必要性は高いもの

と認められる。

イ 起業地の範囲の合理性

本件事業に係る起業地の範囲は、本件事業の事業計画に必

要な範囲であると認められる。また、収用の範囲は、すべて

本件事業の用に恒久的に供される範囲にとどめられているこ

とから、合理的であると認められる。

したがって、本件事業は、土地を収用する公益上の必要があ

ると認められるため、土地収用法第２０条第４号の要件を充足す

ると判断される。

� 結論

以上のとおり、本件事業は、土地収用法第２０条各号の要件を

すべて充足すると判断される。

５ 土地収用法第２６条の２の規定に基づく図面の縦覧場所

八幡浜市役所保内庁舎

�愛媛県告示第１３３０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年８月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛 媛 県 報平成１９年８月３日 第１８８４号

８５５
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�愛媛県告示第１３３１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年８月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３３２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年８月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ４４０号
上浮穴郡久万高原町西谷字小村１０１７１番７から

同町西谷字古味２８９３番地先まで

平成１９年８月６日

１３：００

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 石鎚丹原線 西条市小松町石鎚字湯浪３８４４番２

旧 ２９．０～３３．０ ０．０２４

新 ３２．４～３８．３ ０．０２４

〃 〃
西条市小松町石鎚字湯浪３８４１番３から

同字湯浪３８６４番４まで

旧 １７．６～３９．０ ０．０６０

新 ２９．８～１１３．０ ０．０６０

〃 〃 西条市小松町石鎚字湯浪３８０４番５

旧 ８．９～１２．０ ０．００５

新 １２．０～１２．５ ０．００５

〃 〃 西条市小松町石鎚字湯浪３７９８番６

旧 １２．８～１８．０ ０．０１７

新 １７．１～１８．０ ０．０１７

〃 〃
西条市小松町石鎚字湯浪３５８５番８から

同字湯浪３５８５番６まで

旧 ４．５～ ９．５ ０．１４３

新 ５．４～１１．７ ０．１４３

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 石鎚丹原線 西条市小松町石鎚字湯浪３８４４番２ 平成１９年８月３日

〃 〃
西条市小松町石鎚字湯浪３８４１番３から

同字湯浪３８６４番４まで
〃

〃 〃 西条市小松町石鎚字湯浪３８０４番５ 〃

〃 〃 西条市小松町石鎚字湯浪３７９８番６ 〃

〃 〃
西条市小松町石鎚字湯浪３５８５番８から

同字湯浪３５８５番６まで
〃

愛 媛 県 報平成１９年８月３日 第１８８４号
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�愛媛県告示第１３３３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年８月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３３４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年８月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３３５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年８月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３３６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年８月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３３７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年８月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ４４１号
西予市野村町旭４番２から

同町旭３１番２まで
平成１９年８月３日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ４４１号
西予市野村町鳥鹿野６３０番から

同町鳥鹿野７６４番３まで

旧 １０．４～８４．０
４．０～４０．０

０．４７９
０．６４０

新 １０．４～８４．０ ０．４７９

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 城川梼原線
西予市城川町下相５８２番３から

同市城川町下相５８１番４まで

旧 １７．０～２７．０ ０．０２１

新 ２０．０～３０．０ ０．０２１

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 城川梼原線
西予市城川町下相５８２番３から

同市城川町下相５８１番４まで
平成１９年８月３日

愛 媛 県 報平成１９年８月３日 第１８８４号
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訓 令

�愛媛県告示第１３３８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部及び愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年８月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県訓令第１２号
庁 中 一 般

各 地 方 機 関

愛媛県庁事務決裁規程等の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成１９年８月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県庁事務決裁規程等の一部を改正する訓令

（愛媛県庁事務決裁規程の一部改正）

第１条 愛媛県庁事務決裁規程（昭和５１年愛媛県訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第２（第４条関係）

知事の権限に属する事務に係る特定決裁事項

別表第２（第４条関係）

知事の権限に属する事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の種類 事 項

決裁区分
組

織

名

事務の種類 事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

部

長

局

長

課

長

企

業

立

地

推

進

室

１～３ 省

略

企

業

立

地

推

進

室

１～３ 省

略

４ 企業立

地の促進

等による

地域にお

ける産業

集積の形

成及び活

性化に関

する法律

の施行に

関する事

務

１ 基本計画に関すること。

� 作成及び協議（第５条第１項） ○

� 公表（第５条第７項、第６条

第３項）
○

� 変更及び協議（第６条第１項） ○

� 軽微な変更の届出（第６条第

２項）
○

２ 地域産業活性化協議会に関す

ること。

� 設置（第７条第１項） ○

� 設置の公表（第７条第３項） ○

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 美川小田線
喜多郡内子町上川４１３３番３から

同町上川４１３２番３まで
平成１９年８月３日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 後柿之浦線
宇和島市津島町成４７１番４地先から

同市津島町成４７９番８まで

旧 ５．６～２０．０ ０．２２１

新 ７．９～４２．４
６．５～４２．４

０．２００
０．２２１

愛 媛 県 報平成１９年８月３日 第１８８４号
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� 構成員参加の申出の受理（第

７条第４項）
○

３ 企業立地計画の承認及び変更の

承認並びに通知（第１４条第１項、

第４項、第１５条第１項、第３項）

○

４ 企業立地計画の承認の取消し

（第１５条第２項）
○

５ 事業高度化計画の承認及び変更

の承認並びに通知（第１６条第１項、

第４項、第１７条第１項、第３項）

○

６ 事業高度化計画の承認の取消し

（第１７条第２項）
○

７ 承認企業立地事業者又は承認事

業高度化事業者に対する指導及び

助言（第２２条）

○

８ 承認企業立地計画又は承認事業

高度化計画の実施状況の報告の徴

収（第２３条）

○

５ 省略 ４ 省略

６ 省略 ５ 省略

７ 省略 ６ 省略

組

織

名

事務の種類 事 項

決裁区分
組

織

名

事務の種類 事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

部

長

局

長

課

長

産

業

創

出

課

１ 中小企

業による

地域産業

資源を活

用した事

業活動の

促進に関

する法律

の施行に

関する事

務

１ 基本構想の作成及び変更（第４

条第１項、第５条第１項）
○

産

業

創

出

課

２ 基本構想の公表（第４条第５項、

第５条第３項）
○

３ 地域産業資源活用事業計画の認

定申請書及び変更認定申請書の進

達（第６条第２項、第７条第３項）

○

４ 認定地域産業資源活用事業を行

う者に対する指導及び助言（第１４

条）
○

２ 省略 １ 省略

３ 省略 ２ 省略

４ 省略 ３ 省略

組

織

名

事務の種類 事 項

決裁区分
組

織

名

事務の種類 事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

部

長

局

長

課

長

経

営

１～９ 省

略

経

営

１～９ 省

略

愛 媛 県 報平成１９年８月３日 第１８８４号
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支

援

課

支

援

課

１０ 特定産

業集積の

活性化に

関する臨

時措置法

の施行に

関する事

務

１ 特定中小企業集積活性化計画の

作成及び変更並びに同意の協議

（第２１条第１項、第２２条第１項）

○

２ 特定中小企業集積活性化計画の

作成及び変更に係る関係市町との

協議（第２１条第３項、第２２条第２

項）

○

３ 特定中小企業集積活性化計画の

公表（第２１条第６項、第２２条第２

項）

○

４ 進出計画の承認及び変更承認

（第２３条第１項、第２４条第１項）
○

５ 進出計画の承認の取消し（第２４

条第２項）
○

６ 進出円滑化計画の承認及び変更

承認（第２５条第１項、第２６条第１

項）

○

７ 進出円滑化計画の承認の取消し

（第２６条第２項）
○

８ 承認進出中小企業者等に対する

指導及び助言（第３０条）
○

９ 承認進出中小企業者等からの特

定事業活動又は特定円滑事業の実

施状況の報告の徴収（第３３条）

○

１０ 省略 １１ 省略

１１ 省略 １２ 省略

１２ 省略 １３ 省略

１３ 省略 １４ 省略

１４ 省略 １５ 省略

１５ 省略 １６ 省略

１６ 省略 １７ 省略

１７ 省略 １８ 省略

１８ 省略 １９ 省略

１９ 省略 ２０ 省略

２０ 省略 ２１ 省略

２１ 省略 ２２ 省略

２２ 省略 ２３ 省略

２３ 省略 ２４ 省略

２４ 省略 ２５ 省略

２５ 省略 ２６ 省略

２６ 省略 ２７ 省略

２７ 省略 ２８ 省略

（愛媛県地方局事務決裁規程の一部改正）

第２条 愛媛県地方局事務決裁規程（昭和５５年愛媛県訓令第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

愛 媛 県 報平成１９年８月３日 第１８８４号
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改 正 後 改 正 前

別表第２（第４条関係）

局長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

別表第２（第４条関係）

局長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の種類 事 項

決裁区分
組

織

名

事務の種類 事 項

決裁区分

局

長

専決者
局

長

専決者

部

長

課

長

部

長

課

長

商

工

労

政

課

１～９ 省

略

商

工

労

政

課

１～９ 省

略

１０ 特定産

業集積の

活性化に

関する臨

時措置法

の施行に

関する事

務

１ 進出計画の承認申請及

び変更承認申請の受理

（第２３条第１項、第２４条

第１項）

○

２ 進出円滑化計画の承認

申請及び変更承認申請の

受理（第２５条第１項、第

２６条第１項）

○

１０ 省略 １１ 省略

１１ 省略 １２ 省略

１２ 省略 １３ 省略

１３ 省略 １４ 省略

１４ 省略 １５ 省略

（愛媛県地方局処務規程の一部改正）

第３条 愛媛県地方局処務規程（昭和５６年愛媛県訓令第４０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（地方局長に対する事務の委任）

第１３条 省略

２・３ 省略

４ 地方局長に委任する事務のうち、産業経済部に関するものは、

別に定めるものを除くほか、次に掲げるとおりとする。

�～�の６ 省略

�の７ 省略

�の８ 省略

�の９ 省略

�の１０ 省略

（地方局長に対する事務の委任）

第１３条 省略

２・３ 省略

４ 地方局長に委任する事務のうち、産業経済部に関するものは、

別に定めるものを除くほか、次に掲げるとおりとする。

�～�の６ 省略

�の７ 特定産業集積の活性化に関する臨時措置法第２３条第１項

の規定に基づく進出計画の承認の申請の受理に関すること。

�の８ 特定産業集積の活性化に関する臨時措置法第２４条第１項

の規定に基づく進出計画の変更承認の申請の受理に関するこ

と。

�の９ 特定産業集積の活性化に関する臨時措置法第２５条第１項

の規定に基づく進出円滑化計画の承認の申請の受理に関するこ

と。

�の１０ 特定産業集積の活性化に関する臨時措置法第２６条第１項

の規定に基づく進出円滑化計画の変更承認の申請の受理に関す

ること。

�の１１ 省略

�の１２ 省略

�の１３ 省略

�の１４ 省略
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公営企業管理規程

�の１１ 省略

�の１２ 省略

�の１３ 省略

�の１４ 省略

�の１５ 省略

�の１６ 省略

�の１７ 省略

�～� 省略

５・６ 省略

�の１５ 省略

�の１６ 省略

�の１７ 省略

�の１８ 省略

�の１９ 省略

�の２０ 省略

�の２１ 省略

�～� 省略

５・６ 省略

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

�愛媛県公営企業管理規程第６号
愛媛県立病院料金規程の一部を改正する管理規程を次のように定める。

平成１９年８月３日

愛媛県公営企業管理者 和 氣 政 次

愛媛県立病院料金規程の一部を改正する管理規程

愛媛県立病院料金規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第１１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係）

名 称 区 分 単位 金 額 備 考 名 称 区 分 単位 金 額 備 考

省略 省略

ＰＥＴが

んドック

１日間 １回 ９７，６５０円

（ 団 体 割

引、家族割

引又はリピ

ート割引の

適用を受け

る場合にあ

つ て は 、

８７，８００円）

ＰＥＴが

んドック

１日間 １回 ９７，６５０円

２日間（通院） １回 １３１，２５０円

（ 団 体 割

引、家族割

引又はリピ

ート割引の

適用を受け

る場合にあ

つ て は 、

１１８，１００円）

２日間（通院） １回 １３１，２５０円

省略 省略

乳がん検

診料

省略 乳がん検

診料

省略

けい

頚動脈超

音波検査

料

人間ドックと併

せて受ける場合

１回 ５，７７０円

愛 媛 県 報平成１９年８月３日 第１８８４号
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正 誤

�正 誤

平成１９年４月１日付け第１８４８号外４愛媛県訓令第３号（愛媛県庁

事務決裁規程の一部を改正する訓令）中

省略 省略

習慣流産

免疫療法

料

省略 習慣流産

免疫療法

料

省略

内視鏡下

小切開泌
しゅよう

尿器腫瘍

手術料

１回 ５７，０００円

死後処置

料

１回 ３，５００円

エックス

線フイル

ム複製料

省略 エックス

線フイル

ム複製料

省略

六ツ切 省略 六ツ切 省略

光ディスク（ＣＤ

－Ｒに限る。）

１枚 ６０円

省略 省略

注１ この表において「団体割引」とは、同時にＰＥＴがんドッ

クの申込みをした者のうち５人以上が当該申込みに係るＰ

ＥＴがんドックを受診する場合に適用される割引をいう。

２ この表において「家族割引」とは、同時にＰＥＴがんドッ

クの申込みをした者（そのいずれの者からも婚姻関係又は２

親等以内の親族関係にある者に限る。）のうち２人以上が当

該申込みに係るＰＥＴがんドックを受診する場合に適用さ

れる割引をいう。

３ この表において「リピート割引」とは、愛媛県立中央病院

でＰＥＴがんドックを受診した後２年以内に再度ＰＥＴが

んドックを受診する場合に適用される割引をいう。

４ 省略

５ 省略

６ 省略

７ 省略

注

１ 省略

２ 省略

３ 省略

４ 省略

附 則

１ この管理規程は、平成１９年９月１日から施行する。

２ 改正後の愛媛県立病院料金規程別表第１ＰＥＴがんドックの項の規定は、この管理規程の施行の日以後に受診するＰＥＴがんドックに係

る料金について適用し、同日前に受診するＰＥＴがんドックに係る料金については、なお従前の例による。

ページ 箇 所 誤 正

２９

右段表中
４ 消防法の施
行に関する事
務
２ 消防危険
物規制に関
すること。

� 移送取扱所の設置
の許可にいて

� 移送取扱所の設置
の許可について

４３

左段表中
４ 消防法の施
行に関する事
務
２ 消防危険
物規制に関
すること。

� 移送取扱所の設置
の許可にいて

� 移送取扱所の設置
の許可について

平成１９年８月３日 発行
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